(別添様式１)
平成２４年度当初予算　　　支出科目　　款：民生費　　項：社会福祉費　　目：老人福祉費
	事業名: 新介護給付適正化推進特別事業費（国補）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　健康福祉部　高齢福祉課　介護保険者担当　電話番号：058-272-1111　(内2599)
　　　　　　　　　　　E-mail：c11215@pref.gifu.lg.jp　
	事業費


　要求額：3,502千円　（前年度予算額：0千円）　
	要求内容


	１　要求の内容


1 経緯
・「岐阜県介護給付適正化計画（第１期）」を策定。（平成20年3月）
・平成20年度より、県国民健康保険団体連合会（以下、「国保連」という。）が保険者支援の一環として、縦覧点検・医療情報との突合（以下、「縦覧点検等」という。）を開始。
・縦覧点検等は、本来保険者が行う業務ではあるが、介護保険制度施行当初から審査支払業務を委託した国保連が実施することが最も効率的であることから、各保険者は縦覧点検等についても国保連に委託している。

・国は、国民健康保険中央会を実施主体とした「国保連合会における適正化推進事業交付金」により、国保連による効果的な縦覧点検等の支援を行ってきたが、当該交付金を平成22年度に廃止し、平成23年度から各都道府県を実施主体とした「介護給付適正・適切化推進特別事業」を創設して、県及び国保連を支援することとした。
・「岐阜県介護給付適正化計画（第２期）」を策定。（平成23年7月）

2 現状と問題点

・「国保連合会における適正化推進事業交付金」の廃止に伴い、これまで介護給付適正化計画の推進に大きな効果を発揮した縦覧点検等にかかる今後の費用面の担保。
・「岐阜県介護給付適正化計画（第２期）」で重点課題としているケアプラン点検の実施率が低い。
3 事業目的・事業内容
（１）国保連合会のシステムを活用した縦覧点検等のさらなる充実・向上を図るため、
当該システムの改修等に係る経費の一部を助成する。
（２）高度な知識が要求されるケアプラン点検を中心に、介護給付適正化の促進を図る
ために保険者等を対象とした介護給付適正化研修会を開催する。
	２　所要経費


1 積算内訳　　

（１）介護給付適正化特別補助金　    　　　　　　　　　　　　3,404千円
・介護給付適正化システム改修費、運用委託料　　　1,445,000円
・臨時的職員雇用経費　　　　　　　　　　　　　　1,958,400円
（２）介護給付適正化研修事業費　　　                            98千円
・研修会開催に係る講師報償費・費用弁償等　　　　　 97,780円
2 実施主体　（１）国保連、（２）県

3 負担区分及びその財源　　国10/10
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


	２　これまでの取組状況


	３　これまでの取組に対する評価


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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